
【制度概要】 
 使用済小型電子機器等の再資源化事業を行おうとする者が再資源化事業計画を作成し、主務大臣の認定を受けることで、廃棄物処理業の許可
を不要とし、使用済小型電子機器等の再資源化を促進する制度。 

認定事業者 

・再資源化のための事業を行おうとする者は、再資源化事業の
実施に関する計画を作成し、主務大臣の認定を受けることが出
来る。 
・再資源化事業計画の認定を受けた者又はその委託を受けた
者が使用済小型電子機器等の再資源化に必要な行為を行うと
きは、市町村長等の廃棄物処理業の許可を不要とする。 
・収集を行おうとする区域内の市町村から分別して収集した使用
済小型電子機器等の引取りを求められたときは、正当な理由が
ある場合を除き引き取らなければならない。 

使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律 

【対象品目】 
 一般消費者が通常生活の用に供する電子機器その他の電気機械器具のうち、効率的な収集運搬が可能であって、再資源化が特に必要なものを

政令指定 

※各市町村の特性に合わせて回収方法を選択 

中間処理施設 金属製錬 

金属回収 中間処理 

回収 排出 

回収ボックス or 資源ゴミの新
区分 or  ピックアップ 

自治体  
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循環利
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製造業者（メーカー）の責務 
・設計、部品、原材料の工夫により再資源化費用低減 
・再資源化により得られた物の利用 

製造・販売 

小売業者の責務 
・消費者の適正な排出を確保するために
協力 

静脈物流 

引渡 

集積所 
国 民 

・分別して排出 

引渡 

消費者の責務 

国の責務 
・必要な資金の確保 
・情報収集、研究開発の推進 
・教育、広報活動 
 

【基本方針】 
 環境大臣及び経済産業大臣が基本方針を策定、公表 

（内容）基本的方向、量の目標、促進のための措置、個人情報の保護その他配慮すべき事項 等 

認定申請 

認定、 

指導・助言等 

・再資源化事業計画の認定 
 
・再資源化事業計画の認定を
受けた者に対する指導・助言、
報告徴収、立入検査 
 
・認定の取消し 
 

国 
市町村の責務 

・分別して収集 
・認定事業者への引渡し 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
小型家電リサイクル法は正式な名称を使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律ともうしますが、
法律の最大の特徴は、義務づけ型ではなく、促進型・発展型の制度であるということです。

容器包装リサイクル法や家電リサイクル法では、事業者や消費者から強制的にリサイクル料金を徴収して、それによりリサイクルを実施します。
これに対し、小型家電リサイクル法では、小型家電から有用金属を回収し、その売却益で制度を動かしていくこととしています。

このため、広く薄く存在する使用済み小型家電を如何に効率よく大量に回収するかが、このリサイクル制度が成功する鍵となります。

小型家電は通常、一般廃棄物に分類されますので、これを広域に回収しようとする場合には市町村毎にいちいち一般廃棄物の収集・運搬・処分の許可をとる必要があります。
そこで、この法律では、小型家電を回収してリサイクルしようとする事業者は、回収とリサイクルに関する計画を環境大臣と経済産業大臣に申請し、認定を受けることで、市町村毎の許可が不要になるようにしています。

一般的なスキームといたしましては、国民の協力の下、市町村や小売業者が使用済みの小型家電を収集し、中間処理業者に引き渡します。中間処理業者で処理されたものを金属精錬業者が精錬し、有用金属を回収、売却して、循環利用します。

このプロセス全体を計画にまとめ、実施管理するのが「認定事業者」ということになります。認定事業者に特に制限はなく、商社や小売業者、中間処理業者など様々な主体が考えられます。

また、昨年６月２８日には初めて法律に基づく１４の認定事業者が認定され、８月９日には更に６事業者が認定され、今年に入りまして、１月２３日にも８事業者が新たに認定事業者に認定されています。
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